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第１章　開発、環境、平和に関する概念の拡がり

１−１　開発と貧困を巡る理解の深化

１　開発の目的としての貧困削減

第二次世界大戦以降、過去半世紀の間、貧困を削減することは、「開発
」という名の営みにおいて常に中心となる目的であり続けた。ブレトン・ウッズ協定（特に世銀の設立）、米国によるマーシャル・プラン及びポイント・フォア計画の発表、４次にわたる国連開発十年の決議などを経て、DACの新開発戦略や国連社会開発特別総会に至る、開発のための国際社会の営みは、すべて貧困削減をメインテーマに据えている。

1995年3月、コペンハーゲンにおける世界社会開発サミットでは、参加した118カ国のすべてが、途上国と先進国としてのそれぞれの立場から貧困削減あるいは貧困撲滅という目標の達成を公約として掲げた。1996年5月、DAC第34回上級会合で採択された「新開発戦略」は、「2015年までに極端な貧困の下で生活している人々の割合を半分に削減する」という目標を設定した。構造主義、新古典派、改良主義、従属論、新制度派から持続的開発や潜在能力アプローチなどに至る開発経済のパラダイムにおいて、「開発」は、常に貧困問題解決の手段として中心に位置し続けてきた（Yapa1996、絵所1997）。「コペンハーゲン+5」という位置づけで2000年に開催された国連社会開発特別総会は、DAC新開発戦略を踏まえ、「2015年までに所得1日1ドル以下の絶対貧困者を半減する」という目標を国連として初めて公式に掲げた。

これに対し、誤った開発がむしろ不平等を促進し貧しい人々をより窮地に追いやるという批判（Trachen1985）や、あるいは、貧困を緩和するという名目で行われる開発が、実際は社会的強者のためのものでありその過程で貧困を作り出すという欺瞞に対する批判（Halweil 2000）もある。ポスト・モダン的視座から、開発という行為自体が貧困を生み出すという批判（Yapa1996）もある。これらの批判は、これまでの開発営為の手法に対して反省を迫るのみならず、場合によってはその存在意義までを厳しく問うものである。しかし、翻ってみれば、これらの批判の背景には、「開発とは、貧困削減を主な目的とすべきものである」という当為を是認し、あるいは少なくとも、「開発とは、貧困削減を主な目的として標榜しているものである」という認識の現代社会における定着を示しているものであると言える。

２　貧困概念の深化

貧困という概念をどのように理解するか、という点に関しては、20世紀において膨大な議論とこれに基づく認識の深化があった。例えば、物質的な欠乏に着目したものとして、食糧、所得、消費及びこれらを総合して人間の基本的な物質的ニーズ（衣食住）の充足度から貧困を定義しようとする試みがあり（Lanjouw 1997, Lipton 1996, Ravallion 1994）、更に、社会的な要素の欠乏に着目したものとして、社会参加の機会や潜在的能力の発揮、選択の幅などから貧困を定義しようとした試みもなされてきた（Rodgers 1995, Sen 1984, Townsend 1979）。

なぜ、このような議論と認識の深化が生じたのか。それについては、これらの変化が、特に1970年代後半以降に生じている点に注目する必要があろう。

「経済成長によって貧困は削減される。開発援助は経済成長を促すために必要な資金や技術を補うものである」というシンプルな議論が、この時期において大幅な修正を迫られた。1970年代は、二度にわたる石油危機によってMSAC
のみならず多くの途上国において窮乏化を生じ、1960年代の第一次国連開発十年の目標達成による楽観論を吹き飛ばした。新国際経済秩序樹立の必要性が唱えられ（1974年）、開発と国際経済協力というテーマで国連特別総会が開かれた（1975年）のもこの時期である。更に、環境と人口に関する画期的な国際会議（1972年国連人間環境会議、1975年国連世界人口会議）が開催されたことも、貧しい国々が抱える問題に対する多角的な視点を提供する機会となった。

1980年代に世銀・IMFが導入した経済構造調整プログラムが必ずしも経済の回復をもたらさず、むしろ貧困層への打撃が大きかったことから、政府の腐敗構造、政策決定の不透明性、責任制の欠如、法の軽視・不備、公共部門の非効率などが指摘され、これらの要因が開発資金の公正かつ効率的な使用を妨げているとして「グッド・ガバナンス」の確保などが強調されるようになった（外務省1999a）。この教訓は、貧困削減へのアプローチの見直しのみならず、貧困という概念そのものを見直す大きな契機にもなった。多くの途上国政府が世銀等の主導する調整政策に対して心理的な反発を覚えながらも従わざるを得ない状況下で、社会的弱者への影響が顕在化した。これに対して、例えば、UNICEFは、「人間の顔をした調整」（L’AJUSTEMENT A VISAGE HUMAN）が必要であり、教育、医療などの社会サービスの向上による貧困緩和に一層の重点が置かれるべきであると主張した（UNICEF 1987）

その後、セン（Sen, A.K.）の強い影響を受け、ハク（Mabub ul Haq）を特別顧問とするUNDPチームによる人間開発報告書（1990年創刊）が、開発実務における貧困概念の拡大を決定づけた。「貧困と人間開発」をテーマとする「人間開発報告書1997」は、「人間の貧困は所得面の貧困以上の問題である。それは我慢しうるまずますの生活を営むために必要な選択の幅と機会が与えられないということである」とし、「人間の選択の幅を広げ、達成できる福利の水準を引き上げるプロセスが、人間開発の概念の中核である」と主張した（UNDP1997:1-18）。貧困と開発を巡って、あくまでも人間中心の立場に立ち返ろうとするこの主張は、貧困概念の理解の深化に大きく貢献した。

３　開発概念の拡大

貧困概念の深化の過程は、同時に開発概念の拡大の過程でもある。貧困が人間生活のあらゆる領域と関係づけられるに及んで、貧困削減を目的とする開発という営みにおいてなすべきことが多様な領域において存在するという認識が生まれた。開発営為が関わる学問領域は、経済学に加え、社会学、文化人類学、政治学、行政学、各種自然科学等、多岐に及んだ。更に、それ自体が学際的性格を有する環境、平和、ジェンダー等の専門領域における知見も途上国における貧困削減というテーマに深く関わりつつある。

この現象は、各種の専門的知見が、開発、あるいは貧困削減という課題に対して集められてきているということであるが、見方を変えると、開発という概念自体が拡大してきていることの証左であるとも言える。具体的には、開発という理念は、本稿が対象としている環境や平和という理念への接近や融合が今後更に進むものと予想される。更には、民主主義や人権などまで含めて、より広範な理念に吸収され発展解消していく可能性も有していると考えられる。

１−２　環境問題の広がり

「文明人は地球の表面を渡って進み、その足跡に荒野を遺していった」（カーター、デール1995）という認識は、環境史研究の進展によって益々説得力を持ちつつある。環境問題は文明の黎明とともに始まり、環境史は文明史と裏腹であるが、その中で、20世紀は、「人類の活動が自然環境に持続不可能な重荷を負わせた世紀である」（マコーミック1998）と言われている。1972年のストックホルムにおける国連人間環境会議と1992年のリオデジャネイロにおける国連開発会議（地球サミット）は、地球環境の破壊に対する危機意識を踏まえた国際社会による協働の契機として時代を画する。この時期に得られた環境問題を巡る国際社会の認識の深化として特筆すべき点には次のようなものがある。

第一は、環境問題が人々の生活様式の再検討を迫ることに繋がっているという点である。地球規模の問題としての環境問題は、単に産業公害の被害が国境を越えて全地球に及び地球温暖化を招来するという類の問題に留まらない。全地球市民が被害者であると同時に加害者たりうるという認識に基づき、消費活動を含めた人間生活全般の有り様に対する根本的な再検討を迫っている点に注目すべきである。この結果、環境問題は、特定の専門領域のひとつ、というよりはむしろ、人間生活に関わるあらゆる専門領域において、いわば通奏低音のように顕在するものとして意識されるようになる。

第二は、科学研究の貢献である。例えば、地球サミットに至る過程で、米上院におけるハンセン証言
や「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）が果たした役割に見られるごとく、科学研究が政策決定に重要な影響を与えたという点である。それまで半ば情緒的な危機意識に基づくものという一部からの批判を免れ得なかった環境問題は、科学的な根拠を裏付けに持つことを通じて普遍化し、人間社会全体における政策課題として認識されるに至った、と言える。

第三は、貧困や開発と環境問題の関係である。従来、豊かになるための産業活動の副産物としてのみ環境問題が捉えられていたが、ストックホルムに向けての準備会合を重ねる中で、「途上国においては、貧困と開発の遅れが環境問題である」（Strong1971）という主張が注目を浴びたという点である。この点については、その後、各地の伝統的な生活様式、生産様式の再評価などから、更なる認識の深まりを見出すことになる。

第四は、安全保障や平和との関係である。地球サミットに先立つ1988年のトロント会議と国連総会は、ともに、地球環境問題は安全保障の見地から捉えるべきであるという主張を世界にアピールする場となった。

このような環境問題に関する認識の深化は、環境問題の普遍化をもたらした。環境問題とは情緒的な要素を含む自然愛好や経済的資産として環境を捉えてその損失を憂うという類のものであるという認識は過去のものとなった。環境問題解決の手段として多くの学問的領域に跨る専門的知見の協働が必要であるという認識は一般化した。更に進んで、環境という価値が、人間生活全般の豊かさや社会の平和という価値と密接不可分に関連しており、環境への取り組みは、人間や社会の全体性の把握（holism）に基づいてなされなければならない、という認識が広まりつつある。
１−３　伝統的戦争概念からの変化

１　「戦争」から「武力紛争」へ

近代戦争に関する通常の理解は、第一に国と国の間のものであり、第二に、軍隊間の武力の行使であり、第三に、近代的な兵器の使用である、というようなものであった。しかしながら、第二次世界大戦後、とりわけ、冷戦構造崩壊後において、従来の典型的な戦争のイメージは必ずしも当てはまらなくなってきた。このような変化に対応し、「国際法上の概念としての戦争」に対置される「実態概念としての戦争」
に関しては、近年、「戦争」（war）という表現に代えて「（武力）紛争」（Armed Conflict
）という表現が用いられることが多くなってきている。

現代の武力紛争に見られる主な特徴は次の３つである。

第一に、武力紛争の多くが国家間の戦争ではなく、既存の国家内の紛争になってきているという点である。これらの紛争の当事者の一方は、当該国の政府であるが、他方は、これに対抗する同国内部の勢力である。二者間の単純な対立関係で規定できない場合も多い。1989年から1997年までに発生した103件の武力紛争のうち、国家間のものは僅かに6件である一方、残る97件は既存の国家内における紛争である（Uppasala 2000）
と言われている。特に、そのような国内紛争のほとんどが、国家の体制が脆弱な途上国において生じているという点にも注目すべきである。

第二に、非戦闘員たる市民が被害者の大部分を占め、かつ社会的弱者の被害が顕著になってきているという点である。旧来の戦争における犠牲者は、軍隊間の武力行使の結果によるものであり、その多くが軍人であった。従って、例えば、第一次大戦においては死亡者総数の95％が軍人であり文民は5％に過ぎなかった
。ところが、文民の死者の割合は20世紀において急速に増大し、第二次大戦では50％に、1990年代においては80％に達している（IDEA1998:11）
。軍事行動という直接的な暴力によって命を失った人もいれば、戦争の混乱の中で、飢えや疫病によって亡くなった人も少なくないであろう。UNHCRは武力紛争や迫害から逃れてきた人々（難民、帰還民、国内避難民等）を2200万人以上援助しているがその多くは途上国の人々である。また、UNHCRの援助は届いていないが、このように武力紛争などで自らの生活の地を追われた、あるいは捨てざるを得なかった人々は世界で5000万人を超え、地球上の115〜120人にひとりが避難生活を強いられていると言われている（UNHCR1998）。その多くは、女性と子供である。UNICEFによれば、1986年から1995年の10年間に武力紛争で、200万人の子供が殺され、400〜500万人の子供が障害を負い、1200万人の子供が戦乱で家を追われた（UNICEF1996）。

第三に、従来型の重火器に加え、小型の対人地雷その他の小火器が多用されるようになっている点である。これに伴って、小さな子供も直接の殺戮行為に参加を強いられるようになった。UNICEFによれば、18歳未満の子供の兵士は現在世界に30万人いるとされている。

このような点から、現代の武力紛争は、より貧しい国のより弱き人々に対して、より甚大な惨禍を及ぼしていると言える。

２　「政治外交の手段」から「複合的な人道上の危機」へ
これらの変化を踏まえ、現代の武力紛争に関しては、外交政策の延長や「他の手段をもって遂行される政治の継続」（クラウゼウィッツ）としての伝統的な戦争という側面に加えて、その結果人々の暮らしに対してどのような影響が及ぼされるかという側面に対して一層の注目が集まるようになってきた。

ブラント（Brandt1997）やアダム、ブラッドベリー（Adams & Bradbury1995）、ダフィールド（Duffield1994）らは、冷戦構造崩壊後、途上国において顕在化している紛争の特徴を捉え、「複合的な人道上の危機」（CHEs：Complex Humanitarian Emergencies）という概念
を用いて、現代の武力紛争の特徴とこれに対する取り組みについてを論じている。

「複合的な人道上の危機」（CHEs）という概念は、現代の武力紛争の特徴として、国内紛争、非軍事関係者特に社会的弱者への被害、小火器などの多様、などといった点に加え、更に、次のような特徴を加えることに貢献している。

第一に、旧来の戦争やあるいは通常の自然災害などのように、発生から激化、収束、終焉に向かうといった一定のサイクルがなく、小康状態と再発を繰り返しながら危機的な状況が半ば慢性化して存続するという点である。この点に関し、ブラントは、「複合的な人道上の危機」（CHEs）を「被災住民の自律的な回復能力が期待できない状態
」として特徴づけている。1991年以来無政府状態の中で戦闘行為が断続的に行われているソマリアはその典型であろう。

第二に、貧困や自然環境の悪化などの種々の要因を含む多面的な様相を呈しているという点である。例えば、サブサハラ・アフリカにおいて大量に発生している難民は、政府の圧制から逃れてきているのか、武力紛争に起因するものか、環境破壊に起因するものか、あるいは飢饉に起因するものか、区別するのは不可能であり（Timberlake1985）、それらの複合的な要因によって発生しているものと理解されるべきであろう。

第三に、危機に対処するには、例えば、軍隊や警察力による治安回復・維持などの措置のみでは不十分であり、危機的状況の根本的な原因への対処を含め多角的、総合的な対処が必要とされるという点である。

[image: image1..pict]【図1-1】複合的な人道上の危機（CHEs）

３　平和の概念と武力紛争

平和の概念は、文化によって異なり歴史的にも変化している。乱れのない静謐な心の状態を指すサンスクリット語の「シャーンティ」や中国語の「平和」から、秩序のある社会の状態を指すギリシャ語の「エイレーネ」やラテン語の「パックス」、更に、繁栄や神意による正義の実現を意味し、そのためには戦うことも辞さないというヘブライ語の「シャローム」やアラビア語の「イスラム」まで多様である。正義の実現、社会の秩序の維持及び心の平安はともに、通常人々が想定する平和のために必要な要素でありながら、相互に矛盾する可能性も孕んでいる（石田1968:18-37）。

ガルトゥング（1991）は、暴力の拡大概念から平和の拡大概念を導出するというアプローチをとり、物理的な暴力に加えて、「構造的暴力」という概念を導入した。「ある人に対して影響力が行使された結果、彼が現実に肉体的精神的に実現し得たものが、彼の持つ潜在的実現可能性を下回った場合、そこには暴力が存在する」として、物理的直接的な暴力に加えて、これらの状況をもたらす種々の社会的不正義を「構造的暴力」と呼ぶこととした。そして、物理的直接的暴力の不在を「消極的平和」、構造的暴力までを含めた暴力の不在を「積極的平和」と定義した。社会的正義と平和（物理的直接的暴力の不在）は、時には相対立するものとして並置されてきたが、この定義によって、社会的正義の実現という価値は平和という表現の中に統合されたことになる（横山1999a）。

この定義を踏まえると、「積極的平和」を実現するためには、単に武力の行使をやめさせる、ということだけでは不十分であり、武力紛争の原因や促進要因となっている貧困や環境破壊などをを含む社会的不正義を是正するというところまで射程に入れる必要が生じてくる。更に言えば、「複合的な人道上の危機」（CHEs）のような状態を生じさせている当該社会の構造そのものを立て直すことも必要となってくる。

貧しい人々の生命、生活に対する脅威を取り除こうとする点や、あるいは、「構造的暴力」という社会的不正義のない状態を目指そうとする点を、平和を巡る議論の中心に据えようとする動きは、貧困や環境の問題とも密接に関わってくるものである。前世紀後半に生じた、平和と武力紛争を巡る認識の深化によって、平和と武力紛争の問題は、政治、外交、軍事など、伝統的にこれらの問題を扱ってきた専門領域から越境して、人間生活の基本的な欲求に関する、様々な領域との関係を深めつつある、と言える。
� 本稿では、Developmentの訳語として、外務省その他我が国政府の公式文書において定着している「開発」を当てて用いる。周知のとおりDevelopmentには、本来自動詞から派生した「発展」という意味合いと、他動詞から派生した「開発」という意味合いがあり、通産省その他において「発展」という訳語を当てており、特に研究論文においては特別の意図をもって「発展」という訳語を用いることも少なくない。例えば、Human Developmentの訳語として定着している「人間開発」というような修辞は、本来日本語としても不自然であるという感覚を筆者としては禁じ得ないが、本稿でこれに立ち入る余裕はないので、すでに人口に膾炙している修辞を便宜上当てることとする。


� （第一次）石油危機で深刻な影響を受けた国。1974年国連資源特別総会で当該諸国に対する援助特別計画が採択された。


� NASAゴッダード宇宙研究所のJ.ハンセンは、1988年6月、米上院において。同年の温暖化は99％の確かさで真の地球温暖化傾向によるものである、と証言したが、この専門家による証言を機に、地球温暖化に関する世界のマスコミ報道は過熱したが、米本はこの証言の「政治性」を指摘している。（米本1994、pp12-39）


� 「実体概念としての戦争」は、部族、民族、政治団体、国家あるいは国家集団などの社会集団間で、自己の意思を相手に強制するために武力を行使して展開される闘争をいう。これに対し「国際法上の概念としての戦争」は、当事者間に交戦法規が適用される状態をいい、害敵手段の行使が国際法上容認される闘争関係をいう。（川田・大畠1993）


� 国際法学上の整理において、武力を伴わない争いを「紛争」（dispute）と称し、武力を伴うものを「武力衝突」（armed conflict）としているものもある（国際法学会1995、pp692-693）が、本稿では、armed conflictという概念に含まれる争いの複雑さ（対立関係が明確でなく輻輳している場合が少なくないこと）及び国際政治学関係の文献において「武力紛争」という訳語が定着していることなどに鑑み、armed conflictの訳語に「武力紛争」を当てることとする。


� ただし、国内紛争の多くにおいて、周辺国が直接間接に介入している。


� ただし、当時、文民の被害者を戦争の被害者としてどの程度認識し、的確に把握していたか、という点は疑問である。


�ちなみに、現在の犠牲者の9割は民間人であるともいわれている。（ルペシンゲ1998,p26）


� complex emergencyや、complex and prolonged emergencies とも呼ばれる。


� Brandt（1997）p5。（「」内は大村紋子の訳による）
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